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○　

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
五
年
政
令
第
五
百
七
号
）
（
抄
）
（
第
十
四
条
関
係
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改　

正　

案

現　

行

（
行
政
機
関
）

（
行
政
機
関
）

第
三
条　

法
第
二
条
第
八
項
第
五
号
の
政
令
で
定
め
る
特
別
の
機
関
は
、
警
察

第
三
条　

法
第
二
条
第
八
項
第
四
号
の
政
令
で
定
め
る
特
別
の
機
関
は
、
警
察

庁
と
す
る
。

庁
と
す
る
。

２　

法
第
二
条
第
八
項
第
七
号
の
政
令
で
定
め
る
特
別
の
機
関
は
、
検
察
庁
と

２　

法
第
二
条
第
八
項
第
五
号
の
政
令
で
定
め
る
特
別
の
機
関
は
、
検
察
庁
と

す
る
。

す
る
。

（
権
限
又
は
事
務
の
委
任
）

（
権
限
又
は
事
務
の
委
任
）

第
三
十
二
条　

行
政
機
関
の
長
（
第
十
八
条
に
規
定
す
る
者
を
除
く
。
）
は
、

第
三
十
二
条　

行
政
機
関
の
長
（
第
十
八
条
に
規
定
す
る
者
を
除
く
。
）
は
、

法
第
五
章
第
二
節
か
ら
第
五
節
ま
で
（
法
第
七
十
四
条
及
び
同
章
第
四
節
第

法
第
五
章
第
二
節
か
ら
第
五
節
ま
で
（
法
第
七
十
四
条
及
び
同
章
第
四
節
第

四
款
を
除
く
。
）
に
定
め
る
権
限
又
は
事
務
の
う
ち
そ
の
所
掌
に
係
る
も
の

四
款
を
除
く
。
）
に
定
め
る
権
限
又
は
事
務
の
う
ち
そ
の
所
掌
に
係
る
も
の

を
、
内
閣
総
務
官
、
内
閣
感
染
症
危
機
管
理
監
、
国
家
安
全
保
障
局
長
、
国

を
、
内
閣
総
務
官
、
内
閣
感
染
症
危
機
管
理
監
、
国
家
安
全
保
障
局
長
、
国

家
情
報
局
長
、
内
閣
官
房
副
長
官
補
、
内
閣
広
報
官
、
内
閣
サ
イ
バ
ー
官
若

家
情
報
局
長
、
内
閣
官
房
副
長
官
補
、
内
閣
広
報
官
、
内
閣
サ
イ
バ
ー
官
若

し
く
は
内
閣
人
事
局
長
若
し
く
は
人
事
政
策
統
括
官
、
内
閣
府
設
置
法
（
平

し
く
は
内
閣
人
事
局
長
若
し
く
は
人
事
政
策
統
括
官
、
内
閣
府
設
置
法
（
平

成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
三
条
の
官
房
、

成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
三
条
の
官
房
、

局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法
第
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
十
二
条
第
一

局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法
第
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
十
二
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
、
同
法
第
十
八
条
の
重
要
政
策
に
関
す
る
会
議
の

項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
、
同
法
第
十
八
条
の
重
要
政
策
に
関
す
る
会
議
の

長
、
同
法
第
三
十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
四
条
の
審
議
会
等
若
し
く
は
そ
の

長
、
同
法
第
三
十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
四
条
の
審
議
会
等
若
し
く
は
そ
の

事
務
局
の
長
、
同
法
第
三
十
九
条
若
し
く
は
第
五
十
五
条
の
施
設
等
機
関
の

事
務
局
の
長
、
同
法
第
三
十
九
条
若
し
く
は
第
五
十
五
条
の
施
設
等
機
関
の

長
、
同
法
第
四
十
条
若
し
く
は
第
五
十
六
条
（
宮
内
庁
法
（
昭
和
二
十
二
年

長
、
同
法
第
四
十
条
若
し
く
は
第
五
十
六
条
（
宮
内
庁
法
（
昭
和
二
十
二
年

法
律
第
七
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

法
律
第
七
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

の
特
別
の
機
関
若
し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
三
条

の
特
別
の
機
関
若
し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
三
条

若
し
く
は
第
五
十
七
条
（
宮
内
庁
法
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る

若
し
く
は
第
五
十
七
条
（
宮
内
庁
法
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
内
閣
府
設
置
法
第
五
十
二
条
の

場
合
を
含
む
。
）
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
内
閣
府
設
置
法
第
五
十
二
条
の

委
員
会
の
事
務
局
若
し
く
は
そ
の
官
房
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員
会

委
員
会
の
事
務
局
若
し
く
は
そ
の
官
房
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員
会

の
事
務
総
局
若
し
く
は
そ
の
官
房
、
局
、
部
若
し
く
は
地
方
事
務
所
若
し
く

の
事
務
総
局
若
し
く
は
そ
の
官
房
、
局
、
部
若
し
く
は
地
方
事
務
所
若
し
く
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は
そ
の
支
所
の
長
、
宮
内
庁
法
第
三
条
の
長
官
官
房
、
侍
従
職
等
若
し
く
は

は
そ
の
支
所
の
長
、
宮
内
庁
法
第
三
条
の
長
官
官
房
、
侍
従
職
等
若
し
く
は

部
の
長
、
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
職
、
同
法
第
十
六
条
第
一
項
の
機
関
若

部
の
長
、
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
職
、
同
法
第
十
六
条
第
一
項
の
機
関
若

し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
同
条
第
二
項
の
機
関
の
長
若
し
く
は
同
法
第
十

し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
同
条
第
二
項
の
機
関
の
長
若
し
く
は
同
法
第
十

七
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三

七
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三

十
六
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
職
、
防
災
庁
設
置
法
（
令
和
八
年
法
律
第
六

十
六
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
職
又
は
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年

十
一
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
職
若
し
く
は
同
法
第
十
四
条
の
中
央
防
災
会

法
律
第
百
二
十
号
）
第
七
条
の
官
房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員

議
の
長
又
は
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
七

会
の
事
務
局
若
し
く
は
そ
の
官
房
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員
会
の
事

条
の
官
房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員
会
の
事
務
局
若
し
く
は
そ

務
総
局
の
長
、
同
法
第
八
条
の
審
議
会
等
若
し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
同

の
官
房
若
し
く
は
部
の
長
、
同
条
の
委
員
会
の
事
務
総
局
の
長
、
同
法
第
八

法
第
八
条
の
二
の
施
設
等
機
関
の
長
、
同
法
第
八
条
の
三
の
特
別
の
機
関
若

条
の
審
議
会
等
若
し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
同
法
第
八
条
の
二
の
施
設
等

し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長
、
同
法
第
九
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
若
し
く
は

機
関
の
長
、
同
法
第
八
条
の
三
の
特
別
の
機
関
若
し
く
は
そ
の
事
務
局
の
長

同
法
第
二
十
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る

、
同
法
第
九
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
若
し
く
は
同
法
第
二
十
条
第
一
項
若

。

し
く
は
第
二
項
の
職
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
・
３　

（
略
）

２
・
３　

（
略
）

（
地
方
支
分
部
局
の
長
等
へ
の
権
限
の
委
任
）

（
地
方
支
分
部
局
の
長
等
へ
の
権
限
の
委
任
）

第
三
十
六
条　

（
略
）

第
三
十
六
条　

（
略
）

２　

事
業
所
管
大
臣
（
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
が
内
閣
府
設
置
法
第
四

２　

事
業
所
管
大
臣
（
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
が
内
閣
府
設
置
法
第
四

十
九
条
第
一
項
の
庁
の
長
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
の
庁
の
長

十
九
条
第
一
項
の
庁
の
長
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
の
庁
の
長

に
委
任
さ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
庁
の
長
）
は
、
内
閣
府
設
置
法
第

に
委
任
さ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
庁
の
長
）
は
、
内
閣
府
設
置
法
第

十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
三
条
の
官
房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法
第
十

十
七
条
若
し
く
は
第
五
十
三
条
の
官
房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法
第
十

七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
若
し
く

七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
若
し
く

は
同
法
第
四
十
三
条
若
し
く
は
第
五
十
七
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
デ
ジ

は
同
法
第
四
十
三
条
若
し
く
は
第
五
十
七
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
、
デ
ジ

タ
ル
庁
設
置
法
第
十
三
条
第
一
項
の
職
、
防
災
庁
設
置
法
第
十
三
条
第
一
項

タ
ル
庁
設
置
法
第
十
三
条
第
一
項
の
職
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
七
条
の
官

の
職
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
七
条
の
官
房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法

房
、
局
若
し
く
は
部
の
長
、
同
法
第
九
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
若
し
く
は

第
九
条
の
地
方
支
分
部
局
の
長
若
し
く
は
同
法
第
二
十
条
第
一
項
若
し
く
は

同
法
第
二
十
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
職
に
法
第
百
五
十
条
第
一
項
の

第
二
項
の
職
に
法
第
百
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
委
任
さ
れ
た
権
限
（

規
定
に
よ
り
委
任
さ
れ
た
権
限
（
当
該
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
項
の
規
定
に

当
該
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
委
任
さ
れ
た
権
限
（
同
条
第

よ
り
委
任
さ
れ
た
権
限
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
を
除
く
。
）
）

二
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
を
除
く
。
）
）
を
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

を
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
・
４　

（
略
）

３
・
４　

（
略
）
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